
8月 （葉月） August

郵送等による国税関係書類の提出日は、原則、税務署への到着
日ですが、納税申告書については、その発信日付に提出されたも
のとみなす規定がありました。平成18年度税制改正では、納税申
告書に加え、国税庁長官が定める一定の書類についても発信日で
よいとされ、本年4月1日以後の提出書類から適用されています。

国　税／7月分源泉所得税の納付

8月10日

国　税／6月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等）8月31日

国　税／12月決算法人の中間申告

8月31日

国　税／9月、12月、3月決算法人

の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 8月31日

国　税／個人事業者の消費税等の中

間申告 8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付

都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

市町村の条例で定める日

労　務／労働保険料第2期分の納付

8月31日

（労働保険事務組合委託の場合は

9月14日）
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国
民
生
活
金
融
公
庫（
以
下
、公
庫
）は
、

担
保
や
第
三
者
の
方
の
連
帯
保
証
人
な

し
の
〝
第
三
者
保
証
人
等
を
不
要
と
す

る
融
資
（
以
下
、
身
内
保
証
人
融
資
）
〞

を
平
成
十
五
年
に
創
設
し
ま
し
た
。

公
庫
融
資
の
代
表
的
融
資
制
度
で
あ

る
普
通
貸
付
が
、
融
資
実
行
に
あ
た
り
、

第
三
者
の
連
帯
保
証
人
を
求
め
て
い
た

の
で
す
か
ら
、
公
庫
と
し
て
は
中
小
零

細
企
業
者
へ
一
歩
踏
み
込
ん
だ
と
言
え

る
で
し
ょ
う
。
連
帯
保
証
人
の
義
務
は

債
務
者
と
同
等
で
あ
り
、
自
社
が
払
わ

な
け
れ
ば
、
直
ち
に
連
帯
保
証
人
に
請

求
が
い
く
と
い
う
こ
と
か
ら
、
負
担
感

は
重
い
も
の
で
し
た
。
そ
の
た
め
、
連

帯
保
証
人
制
度
の
廃
止
を
求
め
る
声
も

出
て
い
ま
し
た
。

こ
の
声
に
対
し
て
、
公
庫
側
で
は
次

の
よ
う
な
見
解
を
示
し
て
い
ま
し
た

（
公
式
で
は
あ
り
ま
せ
ん
）。

―
連
帯
保
証
人
を
含
め
て
担
保
を
取

ら
な
い
こ
と
に
す
れ
ば
、
企
業
や
経
営

者
の
負
担
は
間
違
い
な
く
軽
く
な
る
。

し
か
し
、
金
融
機
関
が
債
権
を
保
全
す

る
手
段
を
失
え
ば
、
中
小
企
業
の
借
り

入
れ
は
間
違
い
な
く
困
難
に
な
る
し
、

た
と
え
借
り
入
れ
が
で
き
て
も
、
小
口

の
資
金
し
か
利
用
で
き
ず
、
し
か
も
相

当
高
い
金
利
を
負
担
す
る
こ
と
に
な
る

だ
ろ
う
。
連
帯
保
証
人
制
度
に
は
、
信

用
力
の
乏
し
い
企
業
の
資
金
調
達
を
容

易
に
す
る
と
い
う
側
面
が
あ
り
、
一
概

に
否
定
す
べ
き
も
の
で
は
な
い
。
―

し
か
し
、
企
業
者
側
の
「
融
資
は
事

業
性
を
重
視
し
て
実
行
す
べ
き
で
あ
る
」

と
い
う
主
張
や
、
高
齢
化
し
た
か
つ
て

の
保
証
人
に
は
依
頼
で
き
な
い
等
か
ら
、

身
内
保
証
人
融
資
が
誕
生
し
た
の
で
す
。

で
は
、
身
内
保
証
人
融
資
の
融
資
方

法
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
か
を
、

公
庫
の
〝
業
務
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
〞
と
推

測
を
含
め
て
検
討
し
ま
し
ょ
う
。

融
資
の
対
象
者

こ
の
融
資
制
度
の
対
象
者
は
、
次
の

全
て
の
要
件
に
該
当
す
る
方
で
す
（
表

を
参
照
下
さ
い
）。

①

税
務
申
告
を
二
期
以
上
行
っ
て
い

る
こ
と

②

所
得
税
等
を
期
限
内
に
完
納
し
て

い
る
こ
と

③

最
近
の
業
績
等
か
ら
第
三
者
保
証

人
や
担
保
（
不
動
産
、
有
価
証
券
な

ど
）
が
な
く
て
も
融
資
で
き
る
と
認

め
ら
れ
る
こ
と

①
と
②
に
つ
い
て
は
、
分
か
り
易
い

の
で
す
が
、
問
題
は
③
の
最
近
の
業
績

等
を
公
庫
は
ど
の
よ
う
に
判
断
し
て
い

る
か
で
す
。
融
資
の
判
断
要
領
と
な
れ

ば
〝
部
外
秘
〞
で
あ
る
し
、
種
々
の
要

素
が
加
味
さ
れ
る
で
し
ょ
う
か
ら
、
以

下
は
推
測
と
な
る
の
で
、
ご
了
承
下
さ

い
。通

常
、
企
業
の
信
用
状
態
を
み
る
に

は
、
収
益
性
・
安
全
性
・
成
長
性
・
生

産
性
等
を
決
算
書
で
検
討
し
ま
す
。

し
か
し
、
中
小
零
細
企
業
の
場
合
、
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■普通貸付 

国民生活金融公庫の融資制度の比較 

融資対象者 

融資限度 

（１）個人又は法人で事業を営まれる方 
（２）金融、保険業、投機的な対象業種を除いて、ほとんど全ての業種の 
　  方が対象となる。 

融
資
条
件
等 

個人、法人とも4,800 万円以内 

保証人及び担保 保証人（原則として１名以上）又は担保（不動産、有価証券等）が必要 

融資期間と融資利率 
運転資金５年以内、設備資金10年以内 
年2.5％（平成18年５月現在） 

■第三者保証人等を不要とする融資 

融資対象者 

融資限度 

第三者の方に保証人を依頼することや担保（不動産、有価証券等）を
提供することが困難な方であって次のすべての要件に該当する方 
（１）税務申告を２期以上行っていること 
（２）所得税等を期限内に完納していること 
（３）最近の業績等から第三者保証人や担保（不動産、有価証券等）が 
　  なくても融資できると認められること 

融
資
条
件
等 

保証人及び担保 
法人は、代表者のほか、必要に応じその家族、社内の役員の方など、個
人は家族の方などの保証が必要 

融資期間と融資利率 
運転資金５年以内、設備資金10年以内 
年3.4％（平成18年５月現在） 
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融
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例
え
ば
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
ソ
フ
ト
開

発
業
を
み
る
と
、
生
産
性
・
成
長
性
は

高
い
が
、
規
模
を
拡
大
し
よ
う
と
す
れ

ば
売
掛
金
や
人
員
を
増
や
す
た
め
借
入

金
が
増
加
と
な
り
、
安
全
性
の
低
い
企

業
と
な
り
ま
す
。

一
方
、
商
店
街
の
従
来
型
の
業
種
で

あ
る
米
屋
、
酒
屋
等
で
は
過
去
の
蓄
積

に
よ
り
安
全
性
は
高
い
が
、
成
長
性
に

は
問
題
が
あ
り
ま
す
。

つ
ま
り
、
収
益
性
・
安
全
性
・
成
長

性
等
で
の
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
中
小
零

細
企
業
は
、
そ
れ
ほ
ど
多
く
な
い
で
し

ょ
う
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
融
資
判
断
内

容
の
要
件
を
検
討
し
ま
す
と
、
次
の
三

要
件
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

a
決
算
書
が
二
期
連
続
、
黒
字
で
あ
る

二
期
連
続
赤
字
の
企
業
へ
の
貸
付
け

を
融
資
担
当
者
は
警
戒
し
ま
す
。
逆
に
、

二
期
黒
字
と
い
う
こ
と
は
、
事
業
内
容

が
世
の
中
に
受
け
入
れ
ら
れ
て
い
る
と

考
え
ら
れ
ま
す
。

企
業
は
赤
字
に
な
る
と
、
ま
ず
、
人

件
費
等
の
削
減
を
行
い
ま
す
。
し
か
し
、

事
業
に
収
益
性
が
な
く
損
失
に
な
っ
て

し
ま
っ
て
い
る
の
で
す
か
ら
、
経
費
削

減
や
内
部
留
保
に
限
界
が
出
て
き
ま
す
。

仕
入
資
金
、
固
定
経
費
の
一
部
を
借
入

金
等
で
賄
う
こ
と
に
な
り
、
二
期
連
続

赤
字
と
な
り
ま
す
と
借
入
依
存
度
は
高

ま
り
、
財
務
内
容
は
急
速
に
悪
化
し
ま

す
。一

方
、
二
期
連
続
の
黒
字
で
は
、
全

く
逆
の
こ
と
が
言
え
ま
す
。
何
よ
り
も

経
営
者
の
自
信
は
、
積
極
的
な
生
産
設

備
等
の
改
善
、
従
業
員
の
モ
ラ
ル
の
向

上
に
繋
が
り
、
健
全
な
財
務
内
容
へ
と

変
わ
り
ま
す
。

s
資
本
金
以
上
の
自
己
資
本
が
あ
る

会
社
の
資
本
の
額
が
プ
ラ
ス
で
あ
る

場
合
、
二
通
り
の
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま

す
。一

つ
は
、
黒
字
で
（
利
益
を
出
し
て

い
て
）
資
本
の
額
が
プ
ラ
ス
、
も
う
一

つ
は
、
赤
字
で
あ
る
が
資
本
の
額
は
プ

ラ
ス
に
な
っ
て
い
る
場
合
で
す
。

前
者
は
特
に
説
明
の
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
の
で
、
後
者
に
つ
い
て
考
え
て
み

ま
し
ょ
う
。

中
小
零
細
企
業
を
み
ま
す
と
、
赤
字

の
事
業
年
度
、
次
の
期
が
黒
字
、
そ
の

次
は
赤
字
に
な
る
、
つ
ま
り
、
赤
字
と

黒
字
の
年
度
が
交
互
す
る
と
い
っ
た
企

業
は
あ
ま
り
見
か
け
ま
せ
ん
。

通
常
、
赤
字
に
な
る
と
二
期
、
三
期

と
連
続
し
ま
す
、
黒
字
に
な
っ
て
い
る

と
、
そ
の
ま
ま
三
期
、
四
期
と
続
く
と

い
う
具
合
で
す
。

従
っ
て
、
今
期
赤
字
に
な
っ
た
、
し

か
し
、
資
本
の
額
は
プ
ラ
ス
で
あ
る
、

こ
の
よ
う
な
と
き
の
経
営
者
の
と
る
行

動
が
問
わ
れ
ま
す
。

二
〇
年
、
三
〇
年
と
事
業
を
行
っ
て

き
た
経
営
者
は
長
年
の
勘
で
分
か
る
の

で
す
が
、
金
融
機
関
と
の
折
衝
で
は
、

今
後
の
一
年
間
で
黒
字
に
転
換
す
る
こ

と
を
認
識
し
、
行
動
し
ま
す
。

補
足
で
す
が
二
期
、
あ
る
い
は
三
期

連
続
赤
字
と
な
り
ま
す
と
、
税
務
申
告

上
の
決
算
書
は
資
本
金
が
プ
ラ
ス
に
な

っ
て
い
て
も
、
実
質
的
に
在
庫
や
設
備

を
時
価
に
換
算
し
ま
す
と
、
資
本
金
が

マ
イ
ナ
ス
に
な
る
企
業
も
あ
り
ま
す
。

資
本
金
が
マ
イ
ナ
ス
で
あ
る
と
、
経

営
者
は
資
金
繰
り
を
つ
け
る
こ
と
が
何

よ
り
も
重
要
な
こ
と
と
な
っ
て
き
ま
す

の
で
、
事
業
の
改
善
・
転
換
を
行
う
こ

と
に
手
が
回
ら
な
く
な
り
ま
す
。

こ
れ
を
反
映
し
、
メ
ガ
バ
ン
ク
の
ビ

ジ
ネ
ス
ロ
ー
ン
（
決
算
書
の
内
容
だ
け

審
査
の
短
期
貸
付
け
）
は
、
融
資
条
件

に
〝
債
務
超
過
企
業
で
な
い
こ
と
〞
（
資

本
金
が
プ
ラ
ス
で
あ
る
こ
と
）
を
強
調

し
て
い
ま
す
。

d
借
入
金
比
率
が
１
未
満
で
あ
る
こ
と

借
入
金
比
率
は
次
の
式
で
表
わ
さ
れ

ま
す
。

借
入
金
比
率
＝

短
期
借
入
金
＋
長
期
借
入
金
＋
割
引

手
形
（
い
ず
れ
も
残
高
）
／
定
期
預

金
＋
有
価
証
券
＋
不
動
産
（
時
価
）

公
庫
・
融
資
担
当
者
が
、
融
資
対
象

企
業
の
担
保
余
力
を
調
査
す
る
の
は
当

然
で
す
。
他
金
融
機
関
か
ら
の
借
り
入

れ
が
可
能
で
あ
る
か
否
か
は
、
借
入
金

比
率
が
有
力
な
手
掛
か
り
と
な
る
か
ら

で
す
。

さ
て
、
融
資
判
断
の
三
要
件
で
、
a

が
収
益
性
、
s
及
び
d
は
安
全
性
、
つ

ま
り
、
三
要
件
の
う
ち
二
つ
が
、
安
全

性
と
い
う
支
払
能
力
を
示
す
指
標
を
と

っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

し
か
し
、
公
庫
へ
の
借
入
れ
希
望
者

が
三
要
件
を
満
た
す
の
は
、
条
件
的
に

厳
し
い
で
し
ょ
う
。

そ
こ
で
、
公
庫
は
運
用
に
あ
た
り
、

原
則
三
要
件
の
う
ち
二
つ
を
満
た
し
て

い
る
企
業
を
対
象
に
し
て
い
る
と
思
わ

れ
ま
す
。

二
要
件
を
満
た
す
企
業
に
対
し
、
過

去
の
実
績
、
計
数
管
理
が
行
わ
れ
て
い

る
か
否
か
、
得
意
先
は
ど
う
か
等
を
加

味
し
、
総
合
的
に
判
断
し
て
い
る
の
で

し
ょ
う
。
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暑中のご挨拶
暑中お見舞い申し上げます。

平成18年度の年金受給額は、前年の消費者物価が0.3％下落したことに伴い、国民年金、

厚生年金ともに減額され、 4月分から適用、 6月から支給されています。一方、国民年金

保険料は毎年４月に、厚生年金保険料は毎年９月に引き上げられており、受給者、事業

者ともに年金の影響は大きなものとなっています。

酒税法改正により、５月から、いわゆる第３のビールの税率が引き上げられましたが、

コンビニではほぼ引上げ分に対応した値上げが行われているのに対し、スーパー等では

従来の価格に据え置いているところが多いと報道されており、業態による価格対応の違

いが興味を引きました。

小泉首相は、首相在任中は消費税を引き上げないと言っていましたが、その言葉から

すれば、この９月の自民党総裁の任期切れは、消費税引き上げ論議のスタートを意味し

ます。徹底した歳出削減が求められる中、消費税率はどうなるのか。いずれにしろ、消

費税率引き上げの際は、所得税の見直しを含めた税制の抜本改革が行われることになり

ます。

皆様方の益々のご発展とご健勝を祈念し、ご挨拶といたします。

当社は新聞配達業を営む法人です
が、日本の４年制大学に留学中の中

国人学生アルバイトを雇用する予定です。こ
の留学生に対する給料については、一般の日
本人従業員と同様に扱えばよいのでしょう
か？

この留学生は、居住者と推定され
ますので、本来は一般の日本人と同

様に所得税の源泉徴収をしなければなりませ
ん。しかし、日中租税条約では、専ら教育を
受けるために日本に滞在する学生であって、
現に中国の居住者であるもの又はその滞在の
直前に中国の居住者であったものがその生
計、教育のために受け取る給付又は所得につ
いては、日本の租税は免除することとなって
います。
なお、この規定の適用を受けるためには、

その留学生から「租税条約に関する届出書」
及び在学証明書等の提出を受け、貴社の所轄
税務署長への提出が必要となります。

日中租税条約による学生免除
相
続
税
の
計
算
上
、
相
続
人
が
負
担

し
た
次
に
掲
げ
る
葬
式
費
用
は
遺
産
額

か
ら
差
し
引
く
こ
と
が
で
き
ま
す
。

①

葬
式
等
に
際
し
た
埋
葬
、
火
葬
、

納
骨
又
は
遺
骨
の
回
送
そ
の
他
の
費

用
（
仮
葬
式
と
本
葬
式
を
行
っ
た
と

き
は
、
そ
の
両
方
に
か
か
っ
た
費
用

が
認
め
ら
れ
ま
す
）

②

葬
式
に
際
し
、
施
与
し
た
金
品
で
、

被
相
続
人
の
職
業
、
財
産
そ
の
他
の

事
情
に
照
ら
し
て
相
当
程
度
と
認
め

ら
れ
る
費
用
（
寺
院
等
に
対
す
る
読

経
料
、
お
布
施
、
戒
名
料
等
）

③

①
〜
②
の
ほ
か
、
葬
式
前
後
に
生

じ
た
出
費
で
通
常
葬
式
に
伴
う
費
用

（
会
葬
御
礼
費
用
、
お
通
夜
費
用
、

飲
食
等
費
用
）

④

死
体
の
捜
索
又
は
死
体
若
し
く
は

遺
骨
の
運
搬
費
用

な
お
、
香
典
返
礼
費
用
、
初
七
日
・

四
十
九
日
等
の
費
用
、
墓
地
等
の
買

入
・
借
入
費
用
は
対
象
と
な
り
ま
せ

ん
。

葬
式
費
用
の
範
囲

問

答

税金 

メモ 
一口 




